

































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































栄丸遭難費及船価 二八、四〇九 九二二 一一O、〇三三 九〇二
次年へ繰越 八四、五一九 二四四
合　　計 一九七、五五三 一四六
　「大修繕積立金勘定表」並びに「保険積立
金勘定表」は，両積立金の動態表であり，一
種の「利益剰余金計算書」である。
　これらの積立金勘定の経緯の詳細について
は，別著『わが国財務諸表制度生成史の研
究』の180頁以下を参照されたい。
　爾後百余年の後，「企業会計原則」・「財務
諸表等規則」は，「剰余金計算書」を制度化す
るに至った。
　3．剰余金計算書の変遷と課題
　「剰余金」という概念を，株式会社の株主
持分（自己資本・純資産・正味財産）が法定資本
（資本金）を超過する部分と定義する限り，こ
の「剰余金」に関する「計算書」を調製する
場合，その内容は，前項で述べたように広狭
さまざまな場合がありうる。「剰余金会計」
の立場から「剰余金」を分類すると，次のよ
うになる。
　そこで，所謂「剰余金計算書1といって
も，事の当否は別として，最狭義には，例え
資本金
　　　　　　　　　　　　　　　　　（当期未処分利益）
利益準備金
任意積立金
22
会計史論考：会計とは何だったのか（久野）
ぽ「任意積立金」（もしくは，そのうちの特定項
目）について，その増減変動を計算・報告す
る一種の「利益剰余金計算書」もありうる訳
であり，わが国の「剰余金計算書」は，前項
で述べたようにこのようにして始まった。同
様に，事の当否は別として，最広義には「資
本剰余金計算」と「蓄積（処分済）利益剰余金
計算をも含む利益剰余金計算」とを悉く網羅
した「剰余金計算書」もありうる訳である。
　昭和24年7月に公表当時の「企業会計原
則」では，「剰余金計算書」の内容を「資本剰
余金計算」と「利益剰余金計算」との二区分
とする広義の「剰余金計算書」であったが，
その「利益剰余金計算書」は，利益剰余金の
うちの「未処分利益剰余金に関する利益剰余
金計算」の領域を報告するものであり，内容
的には「未処分利益剰余金計算書」というべ
きものであった。昭和38年11月の改正で，
「資本剰余金計算」の区分は貸借対照表に付
属の「資本剰余金明細表」となった。
　翌25年9月に制定された「財務諸表等規
則」では，「剰余金計算書」（資本剰余金の部・
利益剰余金の部）としたが，その（利益剰余金
の部）は，「企業会計原則」の場合とは異な
り，その冒頭に「蓄積（処分済）利益剰余金計
算」の区分を設けた。昭和38年11月の改正
で，この部分は「利益準備金及び任意積立金
明細表」となり，同時に「資本剰余金明細
表」が採用された。共に「財務諸表」として
の地位を失い貸借対照表の「付属明細表」
（サポーティング・スヶジュール）となった訳で
ある。
　かくして名称も，「剰余金計算書」から「利
益剰余金計算書」と改称された。ただし，所
謂「利益剰余金計算書」とはいっても，利益
剰余金のすべてを網羅したものではなく「未
処分利益剰余金計算書」であり，その報告の
内容は，今期に入ってから確定した「処分可
能利益の処分計算」・「繰越利益剰余金の増
減（当期業績外項目の調整）計算」・「当期業績
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損益の加減計算」によって，この「利益剰余
金計算書」の最終末尾は，当期未処分利益
（剰余金）を測定・報告するものであった。
　このような「利益剰余金計算書」の登場
は，「企業会計原則」が設定当初から採用し
てきた「当期業績主義」の損益計算を前提と
したものであるとされた。
　そこで，昭和38年3月「計算書類規則」の
制定によって採用された「損益計算書」が，
「経常損益の部」・「特別損益の部」に続い
て「処分財源調整計算」を「混合」（後に改定
して「結合」）させるようになると，過度的に
「損益及び利益剰余金結合計算書」を作って
もよいとする弥縫的な対応をみせたが，やが
て，昭和49年9月の改正では，「計算書類規
則」に完全に盲従して「利益剰余金計算書」
自体を廃止するに至った。
　この経緯は，現にr会計学辞典』類にみえ
ている次のような考えを反映したものである
と考えられる。
　「剰余金計算書（利益剰余金計算書）は，当
期業績主義を前提として成立しうるものであ
り，包括主義が採用されている現在はその存
在意義を失い廃止されるにいたった」
　この考えには，間違いが重なりあっている。
　第一に，既に述べてきたように，「剰余金
計算書」（を調製するかどうかということ）と損
益計算における「当期業績主義」とは，全く
次元を異にし原則的には無関係である。
　第二に，「当期業績主義」と「包括主義」と
は，「損益計算」（ないし「損益計算書」）にかか
わる「建前（basis）」である。「計算書類規
則」やそれに盲従した「企業会計原則」・
「財務諸表等規則」のいう　「損益計算書」
は，もともと本来の意味における「損益」の
「計算書」ではない。「処分財源調整項目」
は，いうまでもなく「資本計算項目」であっ
て「損益計算項目」ではない。いくら「包括
（主義）」といっても，これらの資本計算項目
を「損益計算（「損益計算書」）の領域」に包括
（inclusive）してよい筈がない。
　総勘定元帳の「残高勘定」と「損益勘定」
から調製する「貸借対照表」と「損益計算
書」，さらに，私案での「当期未処分利益勘
定」から調製する「当期未処分利益計算書」，
これらが本来の意味における「財務諸表」で
あるというのなら，「剰余金計算」に関わる
全ての報告書は，何れもが貸借対照表の報告
項目のうちの重要項目について調製されるそ
の「付属明細表」である。→⑤
　⑤→なお，若干重複するが，「補遺」として
制度の経緯に重点を置いて，簡略に要約して
述べる。
　4．補　　遺
　上記の「剰余金」：SURPLUSの分類に即
して，広狭さまざまな「剰余金」の「計算
書」を考えるとすれば，次のような「計算
書」の分類となる筈である。→⑤
　⑤→わが国の「剰余金計算書」は，明治初
年に「蓄積利益剰余金計算書（何計算書）」と
して始まった。一部の国立銀行「決算公告」
にみられた「貯蓄金（積立金）勘定」と，日本
郵船会社の「大修繕積立金勘定表」・「保険
積立金勘定表」とがこれであった。
　米国の「剰余金会計」は，1920年代に入っ
てから，資産の評価替によって生じた「評価
替剰余金」，大恐慌に基づく「減資剰余金」，
無額面株式の発行に伴う「払込剰余金」等の
「資本剰余金計算」に始まった。また，「利益
剰余金計算」に関しては，利益剰余金のうち
の「未処分利益剰余金に関する利益剰余金計
算」が中心であった。その財務諸表体系とし
ては次のような類型がみられた。
　　①貸借対照表・損益計算書・剰余金計
　　　算書（資本剰余金の部と利益剰余金の部）
　　②貸借対照表・損益計算書・資本剰余
　　　金計算書・利益剰余金計算書
　　③　貸借対照表・損益計算書・利益剰余
　　　金計算書・資本剰余金明細表（スヶ
24
　　　ジュール）
　　④　貸借対照表・損益計算書・資本剰余
　　　金明細表・利益剰余金明細表（スヶ
　　　ジュール）
　今次大戦後の昭和24年に公表された「企業
会計原則」は，米国の「剰余金会計」の影響
下に，「剰余金計算書」（「資本剰余金計算書」・
「利益剰余金計算書」）を採用し，網羅的に各項
目別の「期中増減」・「期末残高」を報告さ
せることとした。「企業会計原則」を基にし
て制定された「財務諸表等規則」も，同様に
「剰余金計算書」（資本剰余金の部・利益剰余金
の部）を採用し，上場株式会社の会計報告書
として制度化された。
　ただしこの場合，前述のように「企業会計
原則」のいう「利益剰余金計算書」は，利益
剰余金のうち「未処分利益剰余金に関する利
益剰余金計算」の領域を報告するものであ
り，いわば狭義の「利益剰余金計算書」とし
ての「未処分利益剰余金計算書」であった。
是に対して「財務諸表等規則」のいう「剰余
会計史論考：会計とは何だったのか（久野）
金計算書」（利益剰余金の部）は，（イ）利益準備
金，（ロ）任意積立金，（ハ）未処分利益剰余金
（または欠損金）に三区分し，「蓄積（処分済）
利益剰余金」についても期中の増減を記載す
ることになっており，その冒頭に「蓄積利益
剰余金計算」の領域を含むいわば広義の「利
益剰余金計算書」であった。
　昭和38年11月の「企業会計原則」の一部修
正では，「資本剰余金計算書」の報告領域を
「資本剰余金明細表」に移した。また，この
修正では，「損益計算書」に利益剰余金計算
の区分を設けて記載し，「利益剰余金計算書」
の作成を省略することができるとした。「損
益及び利益剰余金結合計算書」の採用であ
り，昭和38年3月制定の「計算書類規則」が
制度化した変則的な「損益計算書」との調整
を意図した弥縫的な対策であった。「計算書
類規則」の所謂「損益計算書」は，名称は
「損益計算書」でも，その内容からいえば
「損益及び利益金処分財源調整混合（後に改
訂して「結合」）計算書」である。いうまでもな
く，通説のいう「包括主義損益計算書」では
ない。「経常損益の部」・「特別損益の部」ま
でが「包括主義区分損益計算書」であり，そ
れに続く部分は，「損益計算」ではなく「資本
計算」である。
　この年に，「財務諸表等規則」の全文改正
も行なわれ，「剰余金計算書」（利益剰余金の
部）で報告されていた「蓄積（処分済）利益剰
余金」の「期中変動」と「期末残高」を「利
益準備金及び任意積立金明細表」で報告させ
ることとした。
　昭和49年8月に至り，商法と「計算書類規
則」の改正を機として，商法計算体系との一
元化を図るという意図で（盲従して），「企業
会計原則」が，翌9月に「財務諸表等規則」
がそれぞれ改正され，「剰余金計算書」は財
務諸表体系から削除され姿を消した。
VI．「剰余金処分計算書」とは何だったのか
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　1．商法：「処分議案」の経緯と問題点
　明治23年3月制定の原始商法は，その第21
8条に「利息又ハ配当金ノ分配案」を規定し
た。さらに，明治32年3月の改正商法は，そ
の第190条に「準備金及ヒ利益又ハ利息ノ配
当二関スル議案」を規定した。政府が商法修
正案を帝国議会に提出するに当たり，その改
正の要旨を詳らかにするために両院に送付し
た「商法修正案理由書」では，次のように述
べている。
　「現行商法第二百十八条二於テハ利息又ハ
配当金ノ分配案ヲ規定スルニ止マルト錐モ準
備金ハ会社ノ基礎二関スルモノナルヲ以テ之
二関スル議案ヲモ加フルコト必要ナリ」
　この「準備金及ヒ利益又ハ利息ノ配当二関
スル議案」のうち，「利息ノ配当」とあるの
は，いうまでもなく商法のいう「建設利息」
の配当であるから，これを度外視して考える
と，「議案」の内容は，「準備金及ヒ利益ノ配
当二関スル議案」となる。なお，ここでいう
「配当」は，「処分」と同義語として使われて
いる。
　然らば，この「準備金及ヒ利益ノ配当二関
スル議案」とは何か。なお，昭和56年6月の
改正商法は，明治32年の改正商法以来長年に
わたって用いてきた「準備金及ヒ利益又ハ利
息ノ配当二関スル議案」を改めて「利益ノ処
分又ハ損失ノ処理二関スル議案」とした。
　沼田嘉穂博士は，その著r会計教科書』・
r会社財務諸表論』等で，商法で長年にわ
たって使用してきた「準備金及ヒ利益又ハ利
息ノ配当二関スル議案」の不適切なことを指
摘するとともに，その代替として「剰余金ノ
処分又ハ欠損金ノ処理（填補）二関スル議案」
を提案した。
　現行商法のいう「利益ノ処分又ハ損失ノ処
理」なのか，それとも博士のいう「剰余金ノ
処分又ハ欠損金ノ処理（填補）」なのか。この
検討のために次の事項を考えてみよう。
　現行商法第290条は，利益の配当限度額と
して，貸借対照表上の純資産額から次の金額
を控除した額と定めている。
　　①　資本金の額
　　②資本準備金及び利益準備金の合計額
　　③　その決算期に積立てを要する利益準
　　　備金の額
　　④　開業準備費・試験研究費及び開発費
　　　として資産に計上した金額の合計額が
　　　法定準備金の合計額（②＋③）を超え
　　　るときはその「超過額」
　つまり，商法の観点からは，原則として当
該時点における「資本の剰余」（商法の「剰余
金」）の在高を限度として「利益の処分」が可
能なのである。期間損益計算とは無縁である。
　通常の場合では，当期未処分利益（未処分
利益剰余金）すなわち期末処分可能利益が次
期に繰越され「処分議案」として株主総会に
提案され，その承認決議を経て「利益の処
分」が確定・実施される。実施された処分計
算の内容は，「利益剰余金計算書」が消滅し
た現在では公開される制度にはなっていない。
この点に関する詳細は後に述べる。
　株主総会において処分財源の追加として，
例えば「配当平均積立金の取崩」，あるいは
「その他の任意積立金の取崩」を決議したと
すると，これらの追加財源も当然に処分の対
象となる。したがって，このような場合では
「利益ノ処分」といっても，前期の期間損益
計算上の「純利益だけの処分」でもなく，さ
ればといって前期期末の「処分可能利益（未
処分利益剰余金）だけの処分」でもない。商法
上では，株主総会の決議さえあればの話しで
はあるが，処分できるその限度額は，前掲の
ように株主持分（純資産）から法定資本（資本
金）と法定準備金，それに繰延資産に関わる
「超過額」があれば当該金額，これらを控除
した「資本の剰余」　（商法の「剰余金」）であ
る。処分（配当）限度額が，当該時点における
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「資本の剰余」（商法の「剰余金」）であるなら
ば，沼田博士も指摘しておられるように（沼
田嘉穂著r会社財務諸表論』339頁），「未処理損
失」を繰越した場合でも，この「未処理損
失」は「資本の剰余」に対するマイナス計算
要素となるだけのことであるから，「未処理
損失」を積立金を取り崩して填補し残余額を
配当することが可能であるし，場合によっ
て，「未処理損失」を棚上げにしたままで積
立金の取崩財源を配当することも可能になる。
現に，当期未処理損失（21，814百万円）を次
期に繰越し，別途積立金（42，000百万円）を
取崩してその相殺差額（注：確かにこの場合
「合計」というのは可笑しい）である20，186百万
門を「処分」するという　「利益処分案」の実
例を紹介しておられる（r会計教科書』314頁）。
　このように，商法は「剰余金」を処分の対
象としている。剰余金（欠損金）は当該時点に
おける過去の損益計算の累積結果であり，期
間損益計算における当期純損益の計上とは次
元を異にした概念である。
　いずれの場合にもせよ，前掲の第290条の
「配当限度額」の規定から，配当した結果
が，「法定資本」・「法定準備金」・「超過
額」の合計額に食い込んではならない。
　以上のような事例は極端で例外的であろう
とは思われるが，処分財源追加のための「配
当平均積立金の取崩」の提案などは，ごく普
通のことであろう。
　このように考えてくると，「利益ノ処分」
（「損失ノ処理」）というよりも，寧ろ「剰余金
ノ処分」　（「欠損金ノ処理」）であるから，確か
に博士のいう「剰余金ノ処分又ハ欠損金ノ処
理（填補）二関スル議案」が適切である。
　なお，商法が長年にわたって使用してきた
「準備金及ヒ利益」の配当（処分）という伝統
的な用語法にも弁護の余地はある。明治・大
正・昭和初期を通じて，「準備金」という用
語は簿記・会計の領域でも採用されている
が，その実態は，「積立金」を意味する場合も
会計史論考：会計とは何だったのか（久野）
あり，また「引当金」を意味する場合もあ
り，これら両者が混濡している場合もあった。
例えば，「減価償却準備金」という場合，利益
処分を通じてラウソド・ナンバーで開設され
ているような場合では，明らかに任意積立金
の一種である「利益性積立金」である。当時
の商法でいう「法定準備金」は，法定の「利
益性積立金」たる「利益準備金」に他ならな
い。つまり，商法上では「準備金」　（積立金）
に「法定準備金」と「任意準備金」の別があ
るということになり，「準備金及ヒ利益」と
は，結局は「剰余金」ということになる。
　2．剰余金処分計算書：利益（金）処分計
　　　算書の課題
　商法第281条：「利益ノ処分又ハ損失ノ処
理二関スル議案」は，総会日より7週間前に
監査役に提出される。財務諸表とは異なり
「会計帳簿」に基づいて調製される「会計報
告書」ではなく，取締役会の「意見」・「提
案」である。片野一郎博士の云う「アカウン
タビリティーの裏付けのない会計報告書外意
見（書）」である。次期に入って株主総会での
承認決議によって処分が確定し実施されて会
計帳簿に記帳される。確定・実施された処分
内容を報告・開示することは，「剰余金計算
書」　（「利益剰余金計算書」）が消滅した現在で
は制度化されていない。
　一方，証券取引法「財務諸表等規則」は，
昭和49年改正前の「剰余金処分計算書」（吹
損金処理計算書」）を改めて，「利益金処分計算
書」　（「損失金処理計算書」）とした。同時期に
「企業会計原則」では「利益処分計算書」と
し，「銀行法施行細則」では「利益金処分計算
書」としたが，これらの用語法は，いずれも
明らかに妥当ではない。既に指摘したよう
に，「利益（金）の処分」ではなく「剰余金の
処分」だからである。「利益（金）処分計算
書」と称しているものの内容は，「剰余金の
処分計算書」であり，「利益剰余金の処分に
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かかわる資本計算の会計報告書」（片野一郎著
r新簿記精説』・下巻497頁）である。なお，こ
の場合「利益剰余金の処分」とあるのは，利
益剰余金が利益準備金を含むので適切ではな
い。正しくは「剰余金の処分」である。いう
までもなく，ここで云う「剰余金」は，「企業
会計原則」の云う剰余金ではなく商法の云う
剰余金である。
　また，期末決算時点で「貸借対照表」・
「損益計算書」とともに「剰余金処分計算
書」：「利益（金）処分計算書」を調製したと
すると，片野博士の云う「アカンタビリ
ティーの裏付けのない会計報告書外意見
（書）」となる。証券取引法による提出時期が
株主総会後ならば，「アカンタビリティーの
裏付けのある会計報告書」として「利益（金）
処分計算書」を調製できる。ただしこの場合
では，当該計算書は株主総会決議日の日付
（または，その後日付）のものとなろう。
　ここで，やや重複するが「剰余金処分計算
書」：「利益（金）処分計算書」の会計構造上
の位置について要約しておこう。
　①　利益（金）処分の内容は，決算日現在
　　の会計帳簿には記帳されてはいない。次
　　期に入ってから開催の株主総会の承認決
　　議がなければ処分の内容は確定しない。
　　決算日現在で貸借対照表・損益計算書と
　　ともに調製することは事実上不可能であ
　　り，よしんば調製したとしても，それは
　　「会計報告書」ではなく「会計報告書外
　　意見（書）」である。
　②　株主総会の承認決議によって確定し，
　　取締役会が実施した「利益（金）処分の
　　内容」は，従前の制度では，株主総会日
　　が属する会計年度末に調製される「利益
　　剰余金計算書」の冒頭に報告・開示され
　　ていた。現行制度では「利益剰余金計算
　　書」が調製されていないから，この「利
　　益（金）処分の内容」はどこにも報告・
　　開示されてはいない。
③　利益（金）処分に関する情報は，投資
　家にとって重要である。そこで，次期に
　入ってから開催される株主総会での処分
　の承認決議を待って，次期の会計帳簿に
　記載しこれに基づいて「利益（金）処分
　計算書」を調製し，現時点でいえば「当
　期の」財務諸表に含めるのではなく，現
　時点でいえば「前期の」財務諸表に含め
　て報告・開示する。この場合では，「貸
　借対照表」は決算日の日付，「損益計算
　書」は期間の日付，「利益（金）処分計算
　書」は当期の株主総会決議日の日付（も
　しくは，その後日付）となる（なる筈であ
　る）。片野博土が指摘しておられるよう
　に，期間独立体制の会計構造としては肢
　行的体系になるが，処分権限が株主総会
　に帰属している現行法のもとでは，止む
　を得ない妥協的な措置であると考えざる
　を得ない。
　　前後の事情がいまひとつ判然としない
　ところもあるが，第四国立銀行の「半季
　実際報告」　（利益金処分前貸借対照表）が
　明治13年6月30日（決算日）の日付で，
　「半季利益金割合報告」　（損益，利益金処
　分財源調整及び処分結合計算書）が明治13
　年7月7日の日付で調製されたという事
　例があるので付記しておく。この7月7
　日は同行の「株主考課状」の記事から推
　量して株主総会日であると断定してよい。
　詳細は別著rわが国財務諸表制度生成史
　の研究』　（139－141頁）を参照されたい。
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